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は じ め に 

 

 １ 人材育成基本方針の改訂にあたって 

   平成９年11月14日に、国(旧自治省)が示した「地方自治・新時代における人材育

成基本方針策定指針」に基づき、当市においても平成13年度に「島田市人材育成基

本方針」を策定した。 

   その後も、とりまく環境の変化をふまえ、平成19年及び平成28年に改訂を行い、

求められる職員像や必要とされる能力を明確化するなど人材育成の方針を示して

きた。 

近年では、人口減少・少子超高齢社会の進行、自然災害の増加や新型コロナウ

イルス感染症の発生などによる安全・安心への関心の高まり、価値観やライフスタ

イルの多様化やデジタル化の進展など、市の職員に求められる能力等にも変化が生

じていることから、基本方針の改定を行うこととした。 

 

 ２ 市を取り巻く環境の変化 

  社会環境の変化に伴い、税収の減収、歳出の削減、職員数の削減など、より効果

的・効率的な行政運営の推進が求められている。さらに、少子高齢化の進展や社会

課題の複雑化、市民の価値観が多様化する中では、画一的な施策展開を見直す必要

が生じている。 

  一方で、業務委託の推進、有期雇用の職員、会計年度任用職員の活用拡大、育児等

のため時間的制約のある職員等公務を支える職員は多様化し、職場環境も大きく変

化している。 

  加えて、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を確保し、男女ともに能

力と個性を十分に発揮できる職場環境を構築することや、民間及び行政においても、

成長・改革の中心にＤＸが位置付けられていることなどに鑑み、市民サービスの向

上や行政運営の効率化の推進に向けＤＸの推進が求められている。 

 

 ３ 現在の基本方針の実績評価 

  (1) 自主研修 

   人材育成の基本となる「自主研修（自己啓発）」の重要性については、多くの職

員が認識しているが、積極的に取り組んでいる職員は必ずしも多いとは言えない状

況である。 

   このため、多くの職員の学習意欲を喚起し、自主研修に取り組んでいくための具

体的な動機づけ、学習意欲を高めるための職場環境づくりが求められる。 

 

  (2) 職場研修 

   職員の年齢構成に偏りがあることから、年代によってはこれまでより若い年齢で
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指導的立場となることも想定されるため、早い段階から組織マネジメントを意識し

て業務に取り組む姿勢が求められる。 

   また、ベテラン職員の大量退職、新規採用職員の大量採用を背景に、世代間で知

識・技術を確実に継承していくことが喫緊の課題となっている。 

   このため、ＯＪＴを一段と充実させるとともに、上司と部下、先輩と後輩が互い

に敬い、学び合う環境づくりが必要となっている。 

 

  (3) 職場外研修 

   複雑化、専門化する業務に的確に対処するために専門性を深める職場外研修や特

別研修でその能力の習得を目指していくとともに、個々の職員の適性を考慮しなが

ら、系統的、継続的に専門研修を実施することにより、財務・法務・福祉等の分野

における専門的知識を基礎として、庁内外で広く活躍できる職員の育成を図ってい

く。 

 

 ４ 新たな人事評価システムの確立 

   職員の”やる気、熱意”を醸成し、求められる職員を育成するためには、人事評

価及び職員配置において、納得できるシステムを構築する必要がある。国では人事

評価システムに基づいて昇給・昇格が行われており、平成 26 年の地方公務員法の

改正により、地方公共団体においても人事評価を実施することとされ、これを人事

管理の基礎とすることが定められた。当市においても、平成 21 年度から試行によ

り実施している人事評価システムについて、平成 27 年度に見直しを行い、平成 28

年度から本格実施した。
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第１章 人材育成の基本的な考え方 

 

１ 人材育成の意義 

  人材とは、「役に立つ人、才知ある人」という意味である。自治体の人材について

は、地域行政運営研究会(公務能率研究部会）の報告書「地方公共団体職員の人材育

成」の中で「人材とは、担当する職務に関し課題を発見し施策を的確に遂行するため

に必要とされる能力と意欲を持っており、職務に積極的に取り組むとともにそうした

持てる能力と意欲の向上に自覚的に努めている職員のことである。」と述べられてい

る。 

  このことは、自治体に採用された職員が、本人の持つ能力や才能だけでそのまま「人

材」となるのではないことを意味している。即ち、職員は採用後の自発的な努力や上

司の指導あるいは研修等への参加により専門的な知識や高い技術を身に付け、異動や

昇任、また市民との交流を通して、地方行政に関わる多くのことを経験することによ

り、「人材」として育っていくのである。 

  こうしたことから、人材育成とは、ただ職員研修を推進することだけではなく、職

員を取り巻く人事管理や職場環境などの広い範囲を網羅した総合的なシステムであ

り、活動であるといえる。 

また、一般的に経営学では、経営資源として「人」「物」「金」「情報」の４つが挙

げられる。この中で「人」だけが２倍にも３倍にもなる可能性があり、財政状況の厳

しい状況下においてこそ、人材を育成する意味は大きい。 

 

２ 地方自治体を取り巻く環境の変化 

  地方自治体を取り巻く社会経済環境は、一段とその傾向を強める少子高齢化や、高

度情報化、グローバリゼーションの急速な進展の中で、地域間格差の拡大、環境保

全意識の高まり、住民意識・価値観の多様化等、大きく変化し続けている。 

  一方、地方分権のさらなる進展と、国を挙げての地方創生への取組により、地方自

治体では、｢自己決定・自己責任｣、「説明責任(アカウンタビリティー)」が求めら

れており、職員個人の責任において、様々な業務に取り組まねばならないことが明

確になってきている。また、ＰＰＰ（パブリック・プライベイト・パートナーシッ

プ：公民連携）の考えが急速に浸透してきており、行政の役割が改めて問われてい

る。 

  このように、地域社会のニーズの多様化に対応した質の高い行政サービスを効率的

に提供できる行政体制を構築し、自治体ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）

を推進することが強く求められており、とりわけ、能率的かつ適正な行政運営を確

保するため、人材育成の手法にも進化が必要で、同時に、能力・実績を重視した人

事制度の確立が求められている。 
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             少子高齢型社会の進行 

             高度情報化・グローバリゼーション 

   環境の変化     環境保全意識の高まり 

             住民意識・価値観の多様化 

             財政状況の悪化 

             地方分権の進展と地域間競争の激化 

 

３ 求められる行政のあり方 

  こうした社会経済環境の変化に対応するため、地方自治体では効率的かつ効果的な

行政運営を進めていくことが求められる。このような状況の中で、島田市においても、

時代に対応した地方行政の実現と住民福祉の一層の向上を目指して、求められる行政

のあり方として、次の４項目を取り上げ、その実現を図る必要がある。 

 

     行 財 政 改 革 の 推 進 

国、地方自治体の財政状況は極めて厳しいものがあり、時代にふさわしい行財政

のしくみを作り、行財政運営の合理化、効率化をより一層高めていくためにもＢＰ

Ｒ（ビジネスプロセス・リエンジニアリング）への取り組みが求められている。 

 

     地域間競争の時代への対応 

平成 26 年 11 月の「まち・ひと・しごと創生法」の施行及び令和４年 12 月のデ

ジタル田園都市国家構想総合戦略の閣議決定に伴い、市が担うべき地方創生に係る

新たな役割が明確となり、デジタルの力を活用して継承・発展させていくことが肝

要とされた。地方分権型行政が新たな展開を迎える中、地方自治体は地域経営の主

体として、デジタルの力を活用し、地方の社会課題解決や魅力向上の取組の深化・

加速化を図り、自らの権限と責任に基づき地域課題を考え、解決することが求めら

れる。また、激しくなる地域間競争に対応するとともに、状況に応じて、他の自治

体との広域連携の展開についても検討していくことが求められている。 

 

     情報公開の推進と説明責任 

情報公開の進展とともに政策や内容等について、市民に説明することが求められ

ている。そのためには、透明性・公開性を前提として日常業務を進めていくことが

必要となる。また、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律」の施行により、平成 27 年からマイナンバーの取扱いが始まったた

め、個人情報の保護についても今まで以上に配慮しなければならない。 
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     市 民 協 働 の 拡 大 

市民の多様な行政ニーズに対応するため、行政による一方的なまちづくりではな

く、市民、企業、行政がそれぞれに役割と責任を分担し協力しあって進める協働の

まちづくりが求められている。 

 

     自 治 体 Ｄ Ｘ の 推 進 

自治体において、自らが担う行政サービスを、デジタル技術やデータを活用して、

市民の利便性を向上させるとともに、デジタル技術やＡＩ等の活用により業務効率

化を図り、人的資源を行政サービスの更なる向上に繋げていくことが求められてい

る。市民とその意義を共有しながら、デジタルファーストの理念を持った変革を推

進し、持続可能で自立した地域経営の実現を図るため、令和元年 11 月 27 日に「デ

ジタル変革宣言」を行い、ＤＸの推進で求められる事項の概要を示している。 

 

 

第２章 人材育成の方向 

 

 １ 求められる職員 

  社会経済環境が大きく変化し続ける潮流の中で、これからの時代の島田市に必要と

される職員を次のとおり明確にする。 

 

 市民と同じ目線で歩む職員 

 

◆市民の目線で考え、市民と共に地域づくりを進める職員 

◆市民に分かり易く、丁寧な応対を心掛ける職員 

◆全体の奉仕者として、公平、公正、清廉等の倫理観を強く持ち、法令を遵守す

る職員 

  

 

 自ら考え挑戦する職員 

 

◆常に、問題意識と向上心を持ち、業務の改善と新たな提案に取り組む職員 

   ◆自己啓発に積極的に取り組む職員 
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 地域経営の感覚を持った職員 

    

◆マーケティング的思考（コスト意識と経営感覚）を持って、仕事を進める職員 

   ※マーケティング的思考：相手（市民・企業等）の立場になり、相手の視点で物

事を捉えることで相手の満足度を向上させることを考えること 

 

 広い視野と専門的知識を有する職員 

 

◆広い視野で、時代の変化を的確に読み取り、今、何をすべきか考えて行動でき

る職員 

   ◆専門的知識を有し、または専門性の高い知識の習得に心掛け、その知識を島田

市の発展のために活かす職員

 

２ 職員に必要とされる意識と能力 

 

⑴ 地方公務員として必要とされる意識 

意    識 内          容 

公 務 意 識 
公共の責務を担い、果たしていくという「全体の奉仕者」とし

ての自覚 

地 域 意 識 
自らも地域の一員であるという意識 

地域の生活に関する感性や地域に対する愛情 

コ ス ト 意 識 
政策目的を実現するため、限られた資源(予算、職員等）を効率

的、効果的に活用しようとする意識 

人権尊重意識 
相手の意見や立場を尊重し、お互いに認め合おうとする意識 

あらゆる場において、男女共同参画等を進めようとする意識 

自己啓発意識 新しい知識を吸収しようとする意欲や自己啓発への高い意識 

法令遵守意識 しっかりした法律的裏付けにより仕事に取り組む意識 

 

⑵ 今後、より重要となる能力 

地域間競争の時代における新たな行政課題に取り組むために、職員にとって、今

後、より重要となる能力を取り上げる。 
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ア 政策形成能力 

一定の目標（政策目標）を実現するために必要な枠組み、仕組みを作りあげる

上で、必要とされる能力。 

構成する能力 内         容 

専門実務能力 
実務に関する専門的な知識や技術を活かし、期待される成果

を達成する能力 

折衝・交渉能力 

組織の内外の人と折衝し、調整し、説得する能力 

人間関係を広く結んで幅広いネットワークを形成する能力 

相手の立場、意見を尊重し誠実に対応する能力 

課題発見能力 
既成概念にとらわれない柔軟な発想力を持って、時代や環境

の変化を鋭敏に察知し、新たな課題を発見できる能力 

政策立案能力 課題解決のための有効な施策を企画立案できる能力 

法 務 能 力 
ものごとを法的な視点からとらえる能力 

法制執務に関する知識等の法的実務能力 

判断・決断能力 
広い視野から、状況に応じた最善な方策を判断・決断する能

力 

イ 管 理 能 力 

社会状況等の変化に対応し、組織がその目的に沿って的確に機能するように運

営する能力。 

構成する能力 内         容 

業務管理能力 業務を的確に運営していくために求められる能力 

人事管理能力 
正常な労使関係、職場における適正な人事管理、士気の高揚、

高い業績達成度を実現していく能力 

育成指導能力 
部下が組織目標に向かって最大の能力を発揮できるよう育成・

指導する能力 

  

⑶ 階層別の基本的な役割と必要とされる主な能力（部長級～課長補佐・係長級） 

階  層 基 本 的 な 役 割 必要とされる主な能力 

部 長 級 

政策形成への参画と施策方針の樹立 

先 見 力 

政 策 決 定 能 力 

危 機 管 理 能 力 

議会、住民等との折衝、調整 折 衝 ・ 交 渉 能 力 

部下の指導・育成 養 成 指 導 能 力 
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部の経営 行 政 経 営 能 力 

次 長 級 

課 長 級 

施策の構想の策定と遂行 

政 策 立 案 能 力 

情 報 管 理 能 力 

判断・決断能力 

危 機 管 理 能 力 

関係機関との調整と連携 折衝・交渉能力 

部下の指導・育成 養 成 指 導 能 力 

課の経営 リーダーシップ能力 

部長の補佐及び代行 フォロアーシップ能力 

課長補佐級 

係 長 級 

政策を具体的に企画し遂行 
政 策 立 案 能 力 

判断・決断能力 

業務の調整と職場内の意思疎通 折衝・交渉能力 

部下の指導・育成 養 成 指 導 能 力 

係の経営 リーダーシップ能力 

課長への進言提案及び課長の 

補佐及び代行 
フォロアーシップ能力 

    階層別の基本的な役割と必要とされる主な能力（一般職員） 

階  層 
 

基 本 的 な 役 割 

 

必要とされる主な能力 

一 般 職 員 

(主査・主任技師) 

課題解決のための施策の策定 
折衝・交渉能力 

政 策 立 案 能 力 

高度な専門的実務の処理 専 門 実 務 能 力 

計画的な実務の遂行 業 務 管 理 能 力 

後輩の指導・育成 養 成 指 導 能 力 

係長の補佐 フォロアーシップ能力 

一 般 職 員 

(主事・技師) 

(書記・技手) 

(事務員・技術員) 

日常業務の改善・工夫 課 題 発 見 能 力 

実務の正確かつ迅速な処理 

処 理 能 力 

法 務 能 力 

折衝・交渉能力 

行 動 力 

市民への誠実な対応 接 遇 能 力 

後輩の指導・育成 養 成 指 導 能 力 

     参照：「必要とされる主な能力」の具体的内容及び能力を身につけるための行動 

        は、別表（P20～24）に記載 
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第３章 人材育成の方策 

 時代に求められる能力、資質を備えた人材を育成するために、職員研修を充実するだ

けでなく、職員配置、昇任や人事評価制度と連携させることにより、中長期的な見通し

に立った人材育成を行うことが不可欠である。また、各職場では、職員一人ひとりの個

性、能力に着目し、職員の意識改革を図り、戦略的かつ効果的に人材育成を進めていく。 

 さらに、男女、年齢、職位、経歴を問わず、それぞれの職員が互いに個性を認め合い、

能力を十分に発揮し、生き生きと意欲的に職務に取り組むことができる環境を整える。 

この章では人材育成を「人材の確保・採用」「職員研修」「職場環境」「人事管理」の

４つの視点からとらえ、島田市にとって望ましい人材育成システムの構築を目指す。 

 

１ 人材の確保・採用 

 地方自治体が多様化する住民ニーズに的確に対応した行政を進めるためには、職 

員の能力や資質の向上を図らなければならない。そのためにはまず地域行政を担っ

ていく職員として、ふさわしい資質を持った人材を確保する必要がある。このため、

人材確保の面では、次に掲げる項目に取り組んでいく。 

 

   ア 計画的な職員採用と有能な人材の確保 

新規職員の採用にあたっては、単に退職する職員数を基に判断することなく、

職員の年齢構成上のバランスを崩さないよう計画的に職員採用試験を実施する

とともに、人柄はもちろんのこと、学力、一般常識、メンタルの強さ、経歴、

将来的な成長への期待度等を、多角的な試験方法により判断し、有能な人材の

確保に努める。 

 

   イ 民間企業等での経験を持った人材の採用 

行政需要が複雑化することに伴い、市職員として活躍するためには他の組織

で培われた専門知識や技術は有効であるため、民間企業等での経験を持った多

様性のある人材を採用する。 

 

   ウ 任期付職員の採用 

行政経験だけでは得られにくい高度な専門性を備えた民間の人材を活用する

必要性や、期間が限定される専門的な行政ニーズへの効率的な対応が求められ

ていることから、従来の委託や嘱託ではなく一般職の職員として、期間を限定

して必要とされる人材を採用する。 

 

   エ 再任用制度の活用 

職員の定年による大量退職や、職員の年齢構成の偏りに対応していくには、

ベテラン職員の知識を生かすことが有効で、社会的にも退職者が働く機会を広
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げていく必要性は高まっていることから、再任用制度を有効に活用していく。

定年退職する職員の中から、働く意欲と能力のあるものを積極的に採用し、知

識、経験を次世代に引き継いでいくとともに、職員の年齢構成の偏りという人

事管理上の課題を是正する。 

 

   オ 計画的な障害者雇用 

障害者の雇用の促進等に関する法律により、地方公共団体では 2.3％以上の数

の障害者雇用が義務付けられている。この法定雇用率を常に達成するためには、

該当職員の退職年度を見越して計画的に雇用促進に努めなくてはならない。公

共職業安定所や支援機関との連携を図り、情報を入手して、受入れ可能な部署

を特定し、早期の人材確保を心掛ける。 

 

２ 職員研修 

  職員研修は人材育成の主要手段であり、職員の能力向上や勤務能率の増進を図ろう

とするものである。「自主研修」「職場研修」「職場外研修」により人材育成を推進す

るとともに、これらを効果的に連携させることによって職員の総合的能力開発を進め

る。 

 

(1) 自主研修(自己啓発） 

自主研修とは、職員が自己に必要な知識や能力について自ら認識し、自己の意思

を持って、能力の向上や開発のため主体的に学習することであり、人材育成の基本

となるものである。 

また、職員のやる気や意欲を喚起させることは、自己の資質の向上だけでなく、

周りの職員にも波及し、切磋琢磨する職場づくりにも効果がある。 

職員アンケート調査でも、能力や資質の向上のために必要なものとして「自分自

身の意識的な努力」を挙げる職員が最も多いことから、職員自身が自主研修（自己

啓発）の必要性を充分認識していると考えられるが、積極的に取り組んでいる職員

は決して多いとは言えない。 

したがって、職員の自学の精神を養い、自学力を高めるために、「自分に必要な

能力」と「その具体的な内容とその行動」を別表（P20～24）に提示し、行動指針

とした。 

さらに、人事評価制度と研修制度を連携させることで職員の”やる気、熱意”を

醸成し、自学の精神を養い、自学力を高めていく。 

 

【留 意 事 項】 

ア 管理監督者の理解と支援 

    管理監督者は自主研修の必要性を理解し、職員が自主研修に取り組みやすい環

境をつくり、自主研修を支援する。 
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イ 助成制度等の整備  

    ◆島田市職員の自己啓発等休業に関する条例及び規則の制定（平成 22 年） 

    ◆助成金の交付 

    ◆通信教育等の情報の提供 

    ◆研究成果発表の場の提供 

    ◆ｅ-ラーニング（パソコンやコンピュータネットワークを利用して学習する 

     こと。）の情報の提供 

 

(2) 職場研修(OJT：On the Job Training） 

職場研修とは、職場内において職務を通して行われる研修のことである。 

上司・先輩等が職場内で仕事をしながら、報告、命令等の機会をとらえて、その

仕事に必要な情報や知識、技術、態度等を計画的に指導することによって、上司・

部下、先輩・後輩、「教える人」・「教わる人」という相互啓発の関係の中でお互い

の理解や信頼が深まるという効果がある。 

一方では、より高い難易度の仕事にチャレンジし、クリアーすることで、自信や

能力を身に付けることができることもある。 

こうしたことから、管理監督者にとってはマネジメント能力、リーダーシップ能

力の発揮が望まれる場でもある。 

   現在、島田市では新規採用職員に対して職場指導員の指導により、６ヵ月間の職

場研修を実施し効果をあげており、これを職場研修の核と位置づけている。同様に、

異動により新しい部署に就く職員や、休職等から復帰する職員に対しても応用が可

能と考えられることから、今後も全庁的に推進していく。 

 

【留 意 事 項】 

ア 計画的、効果的に実施 

    ◆職場研修は、仕事に必要な知識・技術・態度等を計画的に修得させるもので

あることを明確にし、実施する。 

    ◆「現状の分析→研修必要点の確認→指導目標の設定→主要な手順の設定→細

部プランの設定→実施→結果のフォロー」という手順に従い実施する。 

    ◆職場指導員等の任命、職場研修マニュアルの活用等により効果的に実施する。 

    ◆実務研修は、職員レベルを一定以上に保つことを目的に、重点的に実施する。 

      

   イ 管理監督者の役割 

    ◆職務を遂行するために職員に求められている能力を的確に把握する。 

    ◆職員の能力、適性を把握し、適切な指導助言を与え、計画的な育成に努める。 

    ◆職場研修を行うことが管理監督者の重要な職務の一つであることを認識す

る。 

    ◆職員とのコミュニケーションを積極的に図り、職場内の士気を高める。 
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(3) 職場外研修(off JT：Off the Ｊob Training） 

職場外研修とは、職場を離れて行われる研修のことである。 

職場外研修は、一定期間通常の職務から離れて行われる研修であることから集中

的に行うことができ、基礎的な知識・技術を体系的に学習し、高度・専門的な知識・

技術を習得する面で効果的である。また、日常業務を離れて他の自治体や民間企業

などの人たちと交流することで、広い視野や民間ならではの発想、新しい知識の取

得や人的ネットワークの拡大など相互啓発が期待できる。 

こうしたことから、職場外研修は、自主研修(自己啓発）、職場研修に対し、これ

らを支える重要な手法として位置づけられる。 

職場外研修は、地方公務員法に基づく本来の業務であることを改めて周知すると

ともに、次に掲げる項目等について、その充実を図る。 

 

ア 階層別研修 

階層別研修とは、新規採用職員から管理職まで、各階層で必要とされる基本的

な知識、技能等を体系的に修得するもので、自らのキャリアデザインや将来を展

望する機会としていく。 

このため、階層ごとに必要とされる能力の内容や役割を受ける意義を明らかに

し、いかなる時期にどのような内容の研修を実施すべきかを明確にしておく必要

があることから、７～８ページで掲げた「必要とされる主な能力」に基づいて研

修を実施していく。 

また、「ともに感じ、ともに学び、ともに育つ職場風土づくり」を明確にする

ために、新規採用内定者の研修は採用後１～２年程度の職員との合同研修として

行っていく。 

 

イ 専門研修 

複雑化、専門化する業務に的確に対処できるように、専門的・実務的知識や技

能を修得する。これにより自治体を取り巻く社会経済環境の変化における特別な

課題・問題に対応が出来る能力が養われる。また、単独では実施できないような

専門的な内容の研修を近隣市町と合同で行うことによって、効率的・効果的に実

施することができる。こうしたことから、現在、行っている志太３市合同による

専門研修を、今後も継続して実施していく。 

 

ウ 派遣研修 

    (研修所派遣研修）  

高度で専門的な研修については、自治大学校や市町村アカデミーなどの研修所

への派遣研修が効果的である。また、研修所派遣研修は、専門知識や技能の修得

だけでなく、研修参加者同士の交流により、相互啓発、視野の拡大、人的なネッ

トワークを形成する面からも大きな効果が得られる。 
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(人事交流研修) 

県や他市との人事交流を行うことにより、異なる職場での実務を通して、それ

ぞれの行政課題への対応能力を高め、資質を向上し、地域の実情に応じた個性的

な行政運営を図る。また、人事交流を通して、職員相互の啓発と人的ネットワー

クを形成することができる。こうしたことから、現在、実施している静岡県、焼

津市、藤枝市との交流研修を継続し、必要に応じてこれ以外の自治体との交流も

検討していく。 

 

【留 意 事 項】 

(全体） 

◆人材育成に対する職場のニーズを充分反映したものにする。 

◆集合型研修は、内容に応じて講義、質疑、対話形式、課題演習など様々な手

法を取り入れ、職員が主体的に参加できるプログラムにする。 

    ◆受講者は、庁内講師としてその成果を職場にフィードバックし、他の職員も

活用できるようにしていく。 

    ◆アンケート調査などにより、研修効果を把握し、その結果を今後の研修内容

の充実や講師の人選に活用していく。 

    ◆職員の自主性を重視し、意欲的な職員を選定するため、公募制度を充実して

いく。 

    ◆他市町等との合同研修では、受講生の年齢構成、経験年数のバランスに配慮

する。 

    ◆オンラインや eラーニングによる研修を取り入れ、多様な働き方に対応して

いく。 

 

(研修所派遣研修） 

◆対象職員の能力開発の目的に添って研修コース等を選択する。 

◆研修成果の組織への還元を図る。 

 

    (人事交流研修） 

◆目的・趣旨を明確にし、それらに合致した派遣先を選定する。 

    ◆研修の目的・趣旨に合った年齢、ポストの職員で、研修効果を期待できる意

欲的な職員を選定する。そのためにも職員意向調査の中で派遣を希望した職

員を優先する。 

    ◆派遣研修終了後の職員の配属先については、できるだけ研修効果が活かせる

ように配慮する。 

 

 ３ 職場環境  

職員は、職場において市民との交流や上司・先輩等からの指導により、仕事をしな
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がら育っていくものである。このため、職場は人材育成を推進する上で重要な役割を

果たしている。 

したがって、職員が互いに刺激し合い、切磋琢磨していけるような「ともに感じ、

ともに学び、ともに育つ職場風土づくり」を推進することは人材育成を図る上で、極

めて重要である。 

 

【留 意 事 項】   

    ◆業務について、お互いの協力体制ができている。 

◆市民ニーズに対する方策が職場内に示されていて、情報の共有化ができてい

る。 

    ◆仕事の進め方の手本となる職員がいる。 

◆意欲を持ってがんばろうとする職員を管理監督者が評価し、支援する職場環

境である。 

    ◆職員研修を本来業務であると理解し、職員が研修に参加することについて職

場の雰囲気が好意的である。 

    ◆会議等では、職員が自由に意見を発言できる雰囲気である。 

    ◆管理監督者は職務分担を明確にし、職員が主体性、責任感を持って仕事を遂

行していく体制を作っている。 

    ◆管理監督者は、職員の担当事務が市の業務の中でどのような意義をもってい

るか理解させている。 

    ◆管理監督者は、仕事を進めていく中で、その過程を人材育成の機会として積

極的に活用している。 

    ◆職員の多彩な発想を行政運営に活かすため、職員提案制度が活用されている。 

 

４ 人事管理  

  人材育成を効果的に推進するためには、個々の職員の持つ意欲・能力を最大限に発

揮させることを、人事管理の目的のひとつとして位置付け、職員配置が人材育成の手

段のひとつであることを理解するのが重要である。 

このためには、これからの人事管理は、職員の能力を系統立てて開発するとともに、

適材適所に配置してその能力を活用していくという観点に立ち、人事管理と人材育成

を連携させながら、総合的・計画的に実施していくことが求められる。 

こうした状況の中で、「活力ある人材」を育てるためには、努力した職員が報われ

るシステムにしていく必要がある。ここでは人事管理と人材育成との連携を進める上

で取り組む事項について、「人材の配置」「人材の評価」の２つの面から取り上げる。 

 

(1) 人材の配置 

   人事異動は組織の活性化を図るとともに、組織として仕事をする意識付けにも有

効であるが、あわせて、職員一人ひとりの意識に刺激を与え、新たな能力開発に結



 

  15

びつくものである。 

明確、公正かつ職員の意向等にも配慮した職員配置をする中で、広い視野、総合

的な調整能力や高い専門性を備えた職員を養成し、人材育成をより効果的に推進す

るため、人事異動などの任用面では、次に掲げる項目等について、その充実を図る。 

 

ア 計画的な人事異動の推進 

    長期的な視点から、計画的な人事異動（ジョブ・ローテーション）を行い、職

員が様々な職場をバランスよく経験し、視野を広げ、知識・技術を幅広く深いも

のとすることにより、個々の職員の能力開発や人材育成を図っていく。 

    こうしたことから、現在、採用後 10 年間で原則３箇所の職場を経験という形

でジョブ・ローテーションを行っている。 

    近年は、新規採用職員に占める社会人経験者の割合が高くなっている傾向にあ

ることから、今後は、10 年で３箇所にこだわらない柔軟な運用を行っていく。 

    また、ジョブ・ローテーションの結果等に基づいて、各分野において専門的知

識を有する職員（スペシャリスト）を系統的に育成し、身につけた能力を有益に

活用するとともに、さらに新しい能力を開発することを念頭に、適切な職場に配

置していく。 

 

イ 庁内公募制導入の検討 

    可能な職場において、特定のポストや業務について職員から希望をとり、申し

出のあった職員の中から審査、選考を行った上で当該職場に配属することを検討

していく。 

    これにより組織の活性化及び効率的な行政運営が促進されるとともに、職員の

能力を有効に活用することが期待できる。 

 

ウ 職員意向調査の充実 

    人事異動にあたっては、職員への意向調査により異動希望等の把握を行ってい

るが、医療系の専門職を除き、全職員を調査の対象とするとともに、情報の漏

洩への不安を軽減するためのあらゆる方策を検討していく。これにより、職員

の意向を確実に把握できるようにし、制度の充実を図る。また、希望の実現に

ついては、年度ごとの個別事情を勘案した上で数値目標を設定し、それを上回

るように努めていく。 

 

   エ 人事配置・異動調査票の活用 

    人事配置、人事異動にあたっては、部長級及び課長級への人事配置・異動調査

票により組織としての人員構成や配属を望む職員像等の調査を行っているが、

正確に各部署の要望と、事務事業の増減等に係る実情を的確に把握するため、

調査項目の見直しや参考資料の添付などにより、人事担当者によるヒアリング
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を充実させ、偏りのない人事に努めていく。 

 

オ 男女共同参画及び女性活躍の推進 

    平成 27 年に施行された「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女

性活躍推進法）」や、この法律に基づき策定した特定事業主行動計画を踏まえて、

女性職員が活躍するために必要な能力等を習得できる環境を整備するとともに、

全ての職員が島田市の発展のために充実した職業生活を送ることができる職場

づくりを目指し、男女とも適材適所の原則に基づき職員を配置する。 

    また、管理監督職への女性の登用を積極的に行う。 

 

(2) 人材の評価・登用 

地方分権の時代となり、多様化する住民ニーズに対応した行政運営を進めるため

には、従来から行われてきた年功序列型の昇格管理だけでなく、真に意欲と能力の

高い職員の登用を進めていく。 

   平成 26 年の地方公務員法の改正により、地方公共団体においても人事評価を実

施し、これを人事管理の基礎とすることが定められた。 

   人材の評価・登用については、具体的に次のような点に取り組んでいく。 

 

   ア 人事評価制度の活用 

実績評価シート、能力評価シートは、人材育成基本方針と連携し、人事評

価制度の目標の設定、期首面談、中間期の評価・面談、期末の評価・面談の

一連の流れの中で人材育成を図っていく。 

 

   イ 評価者研修及び被評価者研修の充実 

どんなに優れた評価制度を導入しても、それを運用する職員、とりわけ評

価者＝管理職の理解や技能が未熟ではよい成果は期待できない。このため、

管理職を対象とした評価者研修を定期的に実施し、制度への理解、高度な技

能の習得に努めるとともに評価者間の評価の格差解消を目指す。 

また、制度の適正な運用には、被評価者が趣旨や運用方法を正しく理解す

ることが必要である。評価者の評価を正しく伝え、人材育成につなげていく

ために、被評価者向けの研修や説明も定期的に行っていく。
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第４章 人材育成基本方針の体系等 

 基本方針に従い人材育成を推進していくためには、全職員が自らの立場と役割を自覚

し、主体的に取り組むことが不可欠である。 

 このため、長期的・計画的に人材育成に取り組むため、次のとおり、基本方針の体系

図を作成し、今後の推進体制の指針とする。 

 

 なお、この人材育成基本方針については、今後の社会経済情勢の大きな変化の中で、

必要に応じて、見直しを図っていくものとする。 
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【島田市人材育成基本方針の体系】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

求められる職員 

◇ 市民と同じ目線で歩む職員   ◇ 地域経営の感覚を持った職員 

     ◇ 自ら考え挑戦する職員  ◇ 広い視野と専門的知識を有する職員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方自治体を取り巻く環境の変化 

◇ 少子高齢型社会の進行 

◇ 高度情報化・グローバリゼーション 

◇ 環境保全意識の高まり 

◇ 住民意識・価値観の多様化 

◇ 財政状況の悪化 

◇ 地方分権の進展と地域間競争の激化 

求められる行政のあり方 

◇ 行財政改革の推進 

◇ 地域間競争の時代への対応 

◇ 情報公開の推進と説明責任 

◇ 市民協働の拡大 

◇ 自治体ＤＸの推進 

島 田 市 人 材 育 成 シ ス テ ム 

職 員 研 修 職 場 環 境 人 事 管 理 

職場の学習的風土づ

くりの推進 

• 意欲を持っている職員

を支援する職場環境で

ある 

 

• 職員同士が、切磋琢磨

し、学び合い、競い合

う雰囲気がある。 

 

• 管理監督者は、職場を

人材育成の場として認

識している。 

 

• 目標・手本となる職員

がいる。 

職場研修 

職場外研修 

 階層別研修 

 特別研修 

 派遣研修 

人材の確保 

• 計画的な職員採用 

 民間企業等での経験を持っ

た人材の採用 

 任期付職員の採用 

 再任用制度の活用 

 計画的な障害者雇用 

人材の配置 

 計画的な人事異動制度の推進 

 庁内公募制の導入 

 職員意向調査の充実 

 男女共同参画及び女性活躍の

推進 

人材の評価・登用 

 人事評価制度の正式導入 

 評価者・被評価者研修の充実 

自主研修 

(自己啓発） 

人材の確保・採用


